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～ はじめに ～ 

 

近年、各種技術の顕著な発展と相乗して、情報技術や輸送技術が飛躍的に進展してき

ています。海洋立国であり四面を海に囲まれた我が国にとって、海洋・海事にかかる活

動を今後とも世界最高水準に維持していくことは使命であり、現状に満足することなく

常に世界をリードする先駆的取り組みを担っていくことが必要不可欠と考えています。 

タイタニック号遭難事故を契機として、世界が連携し海上安全を確保するための統一

した取り組みは営々と続いてきています。また、米国同時多発テロを契機として海上で

のセキュリティー(保安、安全保障)対策は更に厳格なものとなってきています。さらに、

近年では海洋・海事分野においては、多発する海賊への対策や、より大深度の海域で展

開を始めた海洋開発とこれに伴う海洋汚染への懸念等など、非常に広範な課題が山積し

ています。 

人類がこの様な大きな流れを受けながら、今まで以上にグローバルな視野を持ち生活

の向上を図ってゆくためには、それぞれが別個に歩んできた感のある海洋と宇宙の連携、

とりわけ両者に関係した技術や制度の複合的な考えによる活用が今後の鍵となります。

人類はこれによって、国を超えた合意形成のための有力な手段を有することになるもの

と思われます。さらに、このような海洋と宇宙の連携により、海洋・海事分野において

過去には克服することが困難視されていた事柄に対しても解決の方法を見いだしてく

れるかも知れないと期待しています。 

当財団はこうした視点に立ち、海洋・海事分野における技術革新を的確に受け止めて、

更には一世代先を見据えて、船舶の安全運航、海洋監視、海洋環境観測など幅広い分野

への利用が可能で、かつ経済性や効率性の向上を伴った陸海空(含む宇宙)連携のグロー

バルなシステムの構築を模索するため、海洋・海事への衛星リモートセンシングの応用

及び将来の利用可能性を検討し、このたび報告書としてまとめました。 

本報告書が、船舶の効率的な運航や迅速な人命救助などに役立ち、かつ関係者にとっ

て経済的・人的負担の軽減の検討のためにも役立つものであれば幸いです。 

最後に、本件検討のために設置しました委員会に参加いただいた委員及びオブザーバ

ー各位並びに報告書とりまとめにあたりご協力いただきました関係機関の皆様に心か

ら深く御礼を申し上げます。 

平成 25年 3月 

海洋政策研究財団 

理事長 今 義男 
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1. 背景 

1.1 船舶の安全性の向上 

1912年(明治 45年)4月 14日夜半、英国サザンプトンから米国ニューヨークへの処

女航海中であった当時世界最大級の英国籍旅客船タイタニック号(総トン数 46,328ト

ン)が流氷と衝突、船体に破孔を生じ、浸水により沈没し 2,208人の乗船者中 1,513人

の犠牲者を出した。 

本船の海難事故がこのように多くの犠牲者を出した原因は、見張りや構造上の問題の

ほか、当時は無線設備に対する強制法規がなくタイタニック号からの遭難信号(CQD及

び SOS)の聴守が遅れたこと、及び本船の最大搭載人員 2,224人に対して救命設備は 16

隻の救命艇(最大収容人員 1,176人)しかなかったこと等が指摘されている。 

タイタニック号の海難事故を契機として、それまで各国がそれぞれの国内法により規

定していた船舶の安全性確保について、条約の形で国際的に取り組む機運が高まり

1914年(大正 3年)1月、「海上における人命の安全のための国際会議」が主要海運国 13

カ国の出席のもとに開催され、1914年の海上における人命の安全のための国際条約 

(SOLAS条約1)として採択された。しかし発効には至らず、第一次世界大戦終了後に改

正条約案が作成され、1929年(昭和 4年)5月に国際会議で採択され、1933年(昭和 8年)1

月に発効した。日本もこの流れをいち早く受け、1915年(大正 4年)に無線電信法を制

定し、初めて私設の無線設備を船舶に設置することが可能となった。本条約は国際海事

機関(IMO)において様々な改正を受けながら現在においても船舶の安全に貢献してい

る。また、同条約で搭載が強制化された無線電信を基本とするシステムは 1999年まで

長く使用された。 

1960年代に入り IMOにおいても海上分野のコミュニケーションや遭難時の伝達手

段として、当時最先端の手段であった衛星通信(電話)について徐々に関心が持たれ始め

た。1979年に国際海事衛星機構(INMARSAT)が設立され、1978年には GPS(Global 

Positioning System)衛星が打ち上げられるにともない、本格的に IMOとしても捜索救

難システムに衛星通信や衛星による測位を組み入れた新しい制度の検討を始めた。本制

度は GMDSS(海上における遭難及び安全に関する世界的な制度)と正式に命名され、

1988年に SOLAS条約改正として承認のうえ、1992年に発効し 1999年から完全適用

された。現在においても船舶の通信や遭難通信は基本的にこの GMDSSにより運用さ

れている。近年の情報通信技術の急速な進歩などを受け、IMOにおいては GMDSSの

見直しについて検討を開始したところである。 

このように、IMOでは永年に亘り船舶の安全について様々な対策を行ってきたが、

2001年 9月 11日の米国で発生した同時多発テロを契機として状況が変わった。従来は

もっぱら安全(セイフティー)について検討を行ってきた IMOの場に、米国からセキュ

                                                 
1 The International Convention for the Safety of Life at Sea,1914 
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リティ(保安、安全保障)についても対応すべきとの働きかけがあり、その後紆余曲折を

経て現在 IMOは、海上のセキュリティ分野についても対応している。 

 

1.2 海上分野での衛星利用 

ここで海上における衛星利用の状況について見てみたい。前述した、INMARSAT(イ

ンマルサット)は 1982年から実質的なサービスを開始し、船舶においても衛星による電

話やファックスの活用が急速に広まることとなった。現在はインターネットサービスも

提供されている。しかし、海上の衛星利用の通信費は陸上に比べ高額で大きな負担とな

っていたが、定額制を導入する衛星通信サービスも現れ、急速に利用が促進される状況

が見受けられる。 

海象や気象情報の衛星サービスも海上分野において広く利用されているものである。

主に、静止衛星による天候情報であり、これを活用し安全で確実に到着する推奨航路を

提供するなどのウェザールーティングサービスを行っている。さらに、北極圏から流れ

出しタイタニック号の事故を引き起こした原因となった氷山情報についても、航行船舶

に提供しており、船舶がこの情報をしっかりと入手し活用すれば同様な事故は発生しな

い状況にある。 

次に、衛星を活用した測位システムについても海上で広く活用されている。現在米国

の GPSは 2000年に故意の精度劣化を解除し、民生用についても現在は誤差数ｍ程度

まで大幅に向上するところとなった。そのため、沿岸や湾内での活用といった今まで利

用できなかった分野についても活用の検討が行われつつある。 

最後に忘れてはならない観点として、海上分野では従来は殆ど利用されてこなかった、

リモートセンシング衛星の目覚ましい性能向上がある。また、船舶の AIS信号を衛星

から捉えて整理し、世界中の船舶の動向を把握できる状況になってきている。この技術

も今後の船舶の安全やセキュリティの向上に活用できる十分な可能性を秘めている。 

 

1.3 本調査について 

GMDSS以降も着実に関連技術の進歩があり、特に衛星通信、衛星測位、衛星リモー

トセンシングの衛星関連技術、インターネット技術やデータ処理技術を含む IT技術の

飛躍的な進歩には目を見張るものがある。 

そのため、当財団として海上分野においてもこの技術変革を的確に受け止め、約 10

年後の実運用を目指し、船舶の安全運航、海洋監視や海洋環境観測など幅広い海上分野

への利用可能であり、さらに経済性や効率性を大幅に向上させ向こう 30年間は有効に

機能する革新的なシステムの構築を目的として、本年度より検討を開始することとした。 
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2. 海上での観測、監視の現状 

 

2.1 調査対象 

海上における観測や監視の実態を可能な限り事実を事実のまま把握することを目的

として調査を実施した。調査の対象は、海洋観測船や地上の測定局等から海上に関する

観測、監視を実施していると想定される国の機関、研究機関、大学、民間の企業につい

て、可能な限り訪問調査を行うとともに、さらに、対象機関のホームページや公表資料

等も活用し調査した。これを使用目的、精度、測定方法、測定間隔等の観点で整理し、

日本の海洋や船舶に関する多種多様な観測、監視の実態を利用分野別に分析した。調査

対象機関は次のとおりである。詳細については全体版をご覧頂きたい。

 

項 分 類 組織名 

2.1.1 国の機関 

・海上保安庁 

・水産庁 

・気象庁 

・海上自衛隊 

2.1.2 独立行政法人、公益法人

・(独)海洋研究開発機構 

・国立極地研究所 

・(財)沿岸技術研究センター 

・(社)漁業情報サービスセンター 

2.1.3 予報業務許可業者 
・日本気象協会 

・(株)ウェザーニューズ 

2.1.4 商船会社 
・日本郵船 

・商船三井 

2.1.5 大学 

・北海道大学 

・東海大学 

・東京海洋大学 

・神戸大学 

 

2.2 考察 

本章では、日本の国や大学の各種機関が実施している観測や監視の状況について、限

られた調査期間ではあるが、できるだけ客観的にかつ網羅的に調査した結果について報

告した。この調査によって個別の機関を見るとそれほど多くの観測手段を持っているよ

うには感じられない。しかし日本の国総体としてみればかなりの規模にのぼり、その潜

在的な能力は国際的に見ても決して見劣りするものではないと感じられた。 

政府が共通の観測項目を定めて、少なくとも政府機関が運用する船舶に対し計測と情

報提供を義務付けるだけで、重要なデータベースを構築することができる。また、日本

が保有する海上での観測・監視の全ての手段を、今まで以上にネットワーク化し、日本

の関係機関が情報の融合と共有のために連携することで、海上監視に大きな効果を発揮
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できることが今回の調査を通じ明らかとなった。 

本報告書は、海事分野への衛星利用の可能性と将来性について検討したものであるが、

現在の日本の海上における観測、監視体制に対し現状のハードに多くの手を加えること

なく、ソフト的に連携を推進することで、日本の国全体として対応能力が格段に向上す

るものと考えられることから、この点について検討が進められることを期待したい。 
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3. 衛星リモートセンシングについて 

 

3.1 衛星リモートセンシングの歴史と現状 

衛星によるリモートセンシングは、全球を周期的に観測できる技術として、世界的に

広く利用されている。特に、1990 年代前半から地球環境問題について国際的な関心が

高まって以降、地球環境を監視するのに不可欠な観測手段として各国が積極的に技術開

発、利用に取り組むようになった 

地球環境観測と海事領域における状況認識(MDA2)は、本来目的も推進組織も異なる

ものである。何れも非軍事のリモートセンシング衛星という共通のインフラを利用する

ことと、グローバルな監視の実現と観測頻度の理由から 1ヵ国では実現が困難であり、

国際連携が必要不可欠となった。2011年頃から、この 2つの潮流が重なり C-SIGMA3構

想として新たな展開を見せている。 

 

3.1.1 全球観測を巡る歴史 

(1) 地球環境に関する世界レベルの構想 (GEOSS) 

 2002年 8月に南アフリカ共和国ヨハネスブルグでWSSD4
 が開催され、地球の状態

を各国が協調して監視することの必要性と緊急性について議論が行われ「持続可能な開

発に関するヨハネスブルグ宣言」が採択された。 

これを受けて 2003年 6月にフランスのエビアンで G8サミットが開催され、「地球規

模の諸現象について、正確かつ広範な規模で観測情報を取得し流通させる」ことの重要

性と優先度が認識された。また、小泉総理の提唱に基づき、閣僚級の「地球観測サミッ

ト」が 2003年 7月にワシントン、2004年 4月に東京、2005年 2月にブラッセルで相

次いで開催された。第 3回ブラッセル会議において採択された「GEOSS10年実施計画」

では、既存及び将来の人工衛星や地上観測等の多様な観測システムを連携した、世界全

体を対象とする包括的なシステムを今後 10年間で構築し、9つの分野(災害、健康、エネ

ルギー、気候、水、気象、生態系、農業、生物多様性)における達成目標を明確化した。 

 

(2) 欧州における具体的活動(GMES) 

このように世界レベルの動きは 2002 年の WSSD を起点として具体的に進展してい

ったが、欧州は一足前から独自の地球観測システムの開発に取り組んでいた。GMES5構

想は 1998 年に初めて提唱され、2001 年 6 月にスウェーデンのゴーゼンバーグで開催

された EU サミットにおいて、欧州委員会(EC)は GMES のための欧州の能力を 2008

                                                 
2 Maritime Domain Awareness 
3 Collaboration in Space for International Global Maritime Awareness 
4 地球環境サミット：World Summit for Sustainable Development 
5 Global Monitoring for Environment and Security 
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年までに設立しようと呼びかけた。 

これを受けて、ECとESAは後に「GMES欧州行動計画(GMES EC Action Plan)2001

－2003」と呼ばれた初期フェーズに共同で取り組んだ。GMESの重要性は何れも 2003

年に発刊された欧州宇宙政策 (European Space Policy)白書と環境政策レビュー

(Environmental Policy Review)において認識されている。6 

 

(3) 米国における具体的活動(MDA) 

欧州が GMES構想から海洋観測、監視を具体化していったのに対して、米国が海洋

観測、監視に本格的に取り組み始めたのは、2001年 9月 11日に起こった同時多発テロ

を契機とする。 

2004年 12月にブッシュ大統領は「海事安全保障政策(Maritime Security Policy)」

に関する大統領指示書 NSPD-41/HSPD-137を発出して、海事安全保障のための国家戦

略(National Strategy for Maritime Security)の構築とMDAに関する諸策を講じるよ

う指示している。大統領指示書を受けて 2005年 9月に政府は「海事セキュリティのた

めの国家戦略(NSMS8)」を発表した。 

 

 

3.1.2 現代における海洋観測・監視の意義 

従来のリモートセンシング衛星は陸域観測が主たる目的であった。しかし近年になり、

海域の観測、監視目的での利用が拡大しており、欧州と北米諸国を中心として、リモー

トセンシング衛星による海流、海洋風、波浪、海氷、クロロフィル、油流出等の観測以

外に、航行の安全、安全保障、海洋環境監視等を目的としたリモートセンシング衛星と

衛星 AIS、地上設備を活用した船舶の監視も活発に進められてきている。 

特に最近のリモートセンシング衛星の進歩には目覚ましいものがあり、宇宙のインフ

ラを活用して海洋という場を観測、監視する時代が到来しつつあると言える。 

 

 

3.1.3 国際的取り組みの現状 

〔欧州と米国の政府機関の海洋監視分野での連携〕 

9.11以降の着目すべき動きとして、ウルリッチ海軍大将(Henry G. Ulrich, Ⅲ)(当時)

が、米国欧州海軍司令官時代の 2010年 5月に、NATOの北大西洋理事会において「国

                                                 
6 Communication from the Commission to the European Parliament and the Council, Global Monitoring for 

Environment and Security (GMES): Establishing a GMES Capacity by 2008 (Action Plan 2004-2008), 
Commission of the European Communities, 2004 

7 National Security Presidential Directive NSPD-41, Homeland Security Presidential Directive HSPD-13 
(December 21, 2004) 

8 National Strategy for Maritime Security 
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際的な海事領域の安全と安全保障に係わる情報交換9 (IMSSE)」の創設を提唱した。同

海軍大将は、AISや LRITが普及しつつあるものの各国の政策や法律及び文化的な障害

が未だ残っており、グローバルな海事セキュリティを実現するための共通のプロトコル

や規則の整備は未だ不十分と言わざるを得ないと指摘した。これを受けて、2010 年 6

月に米国沿岸警備隊(USCG)のトーマス科学技術顧問(George “Guy” Thomas)は、各国

が保有する沿岸域の海事監視システムと地球観測、海洋観測の点で優れた能力を保有す

る商用民間衛星システムとを連携させることが重要であり、グローバルな規模で共通の

運用情報(Common Operational Picture)を創る仕組みとして C-SIGMA 構想10を提唱

した。 

トーマス氏の提唱を受けて、2010年 11月に欧州議会において C-SIGMAに関するセ

ミナーが開催されている。2011 年早々には C-SIGMA に関する欧米間の高官レベルの

会合が開催された模様である。この米国と欧州間の調整に基づいて、C-SIGMAワーク

ショップの開催が決定された。 

C-SIGMA構想は、米国から欧州に対し持ち込んだテーマであり、米国の狙いはあく

までもグローバルなMDAの構築にあり、船舶を利用したテロ活動の阻止にあることは

明白であるにも拘らず、第 1 回のワークショップで海洋に係わる殆ど全てを網羅する

「海事状況認識」というグローバルなテーマを掲げたことと、欧米は政府レベルで参加

してきていることに注目すべきである。 

 

3.2 衛星リモートセンシング技術 

 

3.2.1 基本的事項 

1957年のソ連スプートニク 1号の打上成功により、宇宙から撮影した画像を利用す

る時代が始まった。気象衛星は、1959年に米国のヴァンガード 2号が雲の映像を撮影

することに成功した時から本格的な技術開発が開始され、1960年打上のタイロス 1号

が気象衛星の第一号になった。一方地球観測の技術は偵察衛星と共通することが多く、

軍事情報に関わるため当時公開されることはなかった。地球観測が民間に最初に公開さ

れたのは 1972 年米国 NASA が打ち上げた地球資源技術衛星 ERTS-1(後に Landsat-1

と改称)である。 

地球観測衛星の場合、衛星と地表面との距離を一定に保つことが好まれるため、大半

が円軌道を選択しており、基本的なリモートセンシング衛星は地球をほぼ南北に周回し

ながら所定の観測幅(数十 kmから百数十 km程度)で地表面を帯状に撮像する。 

                                                 
9 International Maritime Safety and Security Exchange: A Promising Business Model for Global Maritime Safety 

and Security, Atlantic Council, May 2010 
10 Collaboration in Space for International Global Maritime Awareness (C-SIGMA), Atlantic Council, June 2010 

－ 7 －



 3－4

 

図 3.2-1  衛星から地表を観測する基本的な方法11 

 

一般に観測能力は空間分解能12と回帰日数(時間分解能、観測頻度の逆数)で整理でき、

観測衛星の目的によって必要とする観測能力が異なることから、空間分解能と回帰日数

によって観測衛星を分類することができる。 

 

 

3.2.2 センサーの動向 

衛星リモートセンシング用のセンサーは光学系と電波系に大別され、光学系は可視・

赤外領域(波長 1mm以下)の、電波系はマイクロ波領域(波長 0.1m程度以上)の電磁波を

用いる。さらに、光学系、電波系とも、主に太陽エネルギーを受けて物体が散乱する電

磁波または物体自らが放射する電磁波を受信するパッシブ型（受動型）と、センサーが

電磁波を放射して物体からの反射波を受信するアクティブ型（能動型）とに分類される。 

パッシブ型センサーは、日照や天候状況によって受信状態、さらに受信可否が大きく

影響される反面、センサーが小型で済むという利点があり、アクティブ型センサーは、

日照や天候に殆ど影響を受けない反面、センサー自体が大規模化し大電力を必要とする

という欠点がある。 

 

3.2.3 海洋利用の現状 

本項では、現在リモートセンシング衛星を用いた海洋観測・監視の現状について概観

する。表 3.2-1は海洋観測・監視の目的と、観測・監視対象の関係を要約したものである。 

                                                 
11 http://www2.edu.ipa.go.jp/gz/b-geo1/b-rst1/b-srs1/b-rs2.jpg 
12 「空間分解能」は文字どおり、隣接する 2つの点を 2つと認識できる二点間の距離の最小値として定義される。こ

れに対して、「時間分解能」は同一箇所を撮影できる時間間隔をいう。例えば気象衛星「ひまわり」は静止軌道上に

あって、全球を最低 1時間に１回観測できる。これに対して地球観測衛星の場合には、基本的に回帰日数が時間分解
能を決定する。実際には衛星の姿勢あるいはカメラの向きを変えて斜めからの観測を可能とすることで時間分解能を

改善することができる。時間分解能を抜本的に改善するためには複数の衛星を打ち上げる必要がある。ドイツの

RapidEye衛星の場合、同一仕様の衛星を 5機同時運用することによって一日一回以上の観測頻度を実現している。 
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表 3.2-1 海洋観測・監視の目的と観測・監視対象 

対象 

目的 
船舶 

海洋風、波浪

潮流、海氷 
流出油 海色 

安全運航 ○ ○ ○  

安全保障 ○    

地球環境  ○ ○  

水産資源    ○ 

 

要約編では、代表的な船舶の検出と識別についてのみ概説する。 

 

(1) 船舶の検出と識別 

船舶の検出は日照と天候に左右されず定常的に運用することが求められるため、必然

的にセンサーは SARが使用される。また現在 10機を超える衛星が AIS受信機を搭載

しており、沿岸域から遠く離れた海域で船舶が発信する AIS 情報を受信できるように

なった。 

図 3.2-2は、SAR衛星が検出した船舶画像と衛星AIS情報を比較することによって、

AIS信号を送信している船舶と AISを搭載していない船舶または AIS電波を停止して

いる船舶を識別できることを示している。 

 

図 3.2-2 SARと AISとを組み合わせた不審船検出 (©MDA) 

 

次に船舶の識別を行う最も効果的な方法は、船舶の大きさに対し十分高い分解能のセ

ンサーで画像化することであり、図 3.2-3 に、高分解能 SAR による船舶監視事例を示

す。 
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図 3.2-3 高分解能 SARによる船舶監視事例 出典：SeaSAR2012HP 
 

 

3.3 衛星リモートセンシングの将来に向けた展望と課題 

 

3.3.1 技術に関する展望 

観測頻度を向上させるため、商用衛星では複数の衛星を同一軌道上に配備するコンス

テレーションという技術が採用されている。代表的な事例に、TerraSAR-X/同

Tandem-X(ドイツ：2機)と COSMO-SkyMed(イタリア：4機)がある。また、それぞれ

異なるセンサーを搭載した衛星が、同一軌道をほぼ間隔を空けることなく飛翔し、異な

るセンサーによる複合的な観測を連携して実施する A-Trainが既に運用されており、さ

らには同型の小型光学衛星を複数国でそれぞれ 1機ずつ所有し、お互いにデータを利用

し合う「バーチャルコンスタレーション」と呼ばれるプロジェクトが、英国主導の下

DCMI(Dublin Core Metadata Initiative)という名称で実現している。 

今後は従来にも増して衛星の数が増え、観測頻度が向上することとなり、現時点では

想像すらできない観測や監視を実現することも夢ではなくなってきている。 

 

3.3.2 利用に関する展望 

利用における現時点での問題点に、広域捜索と高い空間分解能の同時実現が困難であ

るという二律背反的な特性がある。この問題を解決するための有効な手段は 2つあり、

その 1 つが地上のレーダーや衛星 AISの情報と組み合わせる方法であり、他 1つは各

国が有する複数の SAR衛星の運用を国際的に連携し観測頻度を上げる方法である。 

 

Costa Concordia Emergency 

伊COSMO- SkyMed画像(SAR） 

米WorldView-2、2012.1.19 

－ 10 －



 3－7

限定的な運用実績から学ぶことは、次のとおりである。 

a) 当分の間は航空機、船舶とのハイブリッドな運用が必要となる。 

b) 海洋風、船舶監視、流出油監視については、不十分ながらも既に実用化の段階

に入っており、海洋事象(海洋風、波、潮流、海氷)は、今後段階的に実用化に

近づいてゆくものと思われる。 

c) 海洋観測・監視というテーマ自体が、はじめから各国連携、衛星の共用という

ことを前提している事実が重要である。 

d) 産学官連携の成功モデルを良き手本とすべきである。 

 

 

3.3.3 海洋観測・監視分野での効果的利用に向けた課題 

日本が抱える課題を明らかにするために、欧米の取り組みから日本が学ぶべき教訓と

課題を以下に整理する。 

a) 従来の観測・監視手段を宇宙からの手段に置換又は併用することによって、大

きな効用と効率化をもたらし、全球、国際社会・国家レベルで海事分野に大き

な改革をもたらす。 

b) 政府横断という概念を超えて、国際連携プログラムとして推進され、衛星を相

互利用することで観測頻度を抜本的に改善し、グローバルな海洋状況監視シス

テムを構築できる。 

c) 商用/民生用の衛星を活用し、軍事秘密に左右されない国際協力を実現できる。 

d) 国益の保全を念頭に、国際社会・市場において優位性のある立場を築くために

戦略的に取り組むべきテーマであるという認識に立って政策を立案すること

が必要である。 

e) 国内的には政府横断的に推進すべきテーマであり、システムの運用は一元的に

行い、衛星が取得する地理空間情報サービスは、省庁の枠組みを越えて共通利

用することが必要である。 

f) 先行して欧米が推進する連携と共用の枠組み作りに積極的に参画し、国益のみ

ならず国際社会の利益を視野に置いたルール作りに貢献することが必要であ

る。 

g) オープンな仕組みでフォーラムを形成しアカデミアと産業界、運用者の関係者

が一堂に介して、成果、進捗、教訓等について検証する場を作り、常に最新の

技術を取り入れながら、当初の計画に固執せず、進展に伴いより現実的で費用

対効果で優れる方向に軌道修正しながら推進することが必要である。 
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4. 海洋観測・監視分野での衛星リモートセンシングの新たな展開 

本章では、2章において実施機関別に調査し分析した、海上における観測や監視の実

態をベースとし、海上での観測・監視の対象空間、実現可能性、利用効果について評価

を行い、リモートセンシング衛星を利用することによって、およそ 10年以内に実現可

能であり、かつその導入により大きな経費や人件費の削減、経済的効果等が期待される

と思われる有望活用事例について 3章を踏まえて検討し、以下のとおり選定した。 

 

4.1 海上観測・監視分野でのリモートセンシング衛星利用に対する期待 

2001.9.11の同時多発テロ、マラッカ・シンガポール海峡やアデン湾の海賊、2010.4.20

のメキシコ湾で起きた甚大な海洋汚染事故、2011.3.11 に代表される未曾有な大規模自

然災害、北極海の急速な氷の減少に象徴される地球温暖化問題等々、海洋・海事に係わ

るグローバルな問題に対する関心が急速に高まっている。 

一方、将来的にはリモートセンシング衛星の能力は小型の船舶を検出できるまでに進

歩することが明らかであり、さらに AIS受信機搭載の衛星数が 10を超えるまでに増加

してきていることから、これらグローバルな問題に効果的に対処するための切り札とし

て、リモートセンシング衛星の活用を具体的に提案するものである。 

 

4.2 海上分野でのリモートセンシング衛星利用の有望分野 

4.2.1 選定のための評価基準と選定方針 

有望活用分野の選定にあたり、まず 2章で行った調査分析結果を整理し、「機関別調

査シート」を取りまとめた。 

次の段階として「機関別調査シート」をもとに、大きな効果が期待できる有望活用分

野を選定した。以下を選定の大きな視点とした。 

視点 1：観測または監視の対象となる海域を海上、海表面、海中に 3分類した。 

視点 2：実現時期の判定基準を以下の 3分類とした。 

a) 現行の技術で現時点～5年先には実現できる。 

b) 技術的な裏付けがあり約 10年先に実現する可能性が十分ある。 

c) 現時点では確たる技術的な裏付けはないものの、一般に技術は非線形的

に進歩することから、約 20年先に確実ではないが実現する可能性がある。 

視点 3：現在は衛星を使用していない。将来、リモートセンシング衛星による観測に

置換または衛星による観測を併用することによって、費用、効率、時間の節

約、及び市場規模等の点で大きな効果が期待できるか否かについて、専門家

の判断により 4段階で評価した。 

 

－ 12 －



 

 4－2

視点 4：対象分野としては、安全航行(Safety)と安全保障分野(Security)に関する監視

を重点とする。ただしサイエンス及び観測に関するものも、非常に有望な分

野があれば抽出する。 

視点 2 の実現時期の評価は簡潔に説明することが困難であり技術的実現可能性と運

用上の実現可能性の双方を勘案し総合的に評価した。詳細は資料－2を参照されたい。 

以上の判断基準に基づき、資料－3に示す 7項目(A-1～A-5、B-1、B-2)に選定できた。

この 7項目に対して、さらに以下の視点から吟味を加えて、より簡素化できないか検証

を加え、最終的に 5項目に集約し簡素化した。 

 

●目的が観測か監視かに拘らず、同一の観測手段で実現可能であるか否か 

●国の執行機関の業務上必要とされる情報であり、秘匿性が求められることから一般

に開示できない「タスク型ミッション」と、民間主体の「情報提供サービス」のい

ずれに該当するか 

●国家レベルで取り組むべきテーマであるか 

 

①アクティブ型電波センサー(SAR)搭載衛星を活用した船舶、漂流物等の検知

(A-1,A-2) 

②AIS搭載衛星を活用した船舶航行管理(A-3) 

③アクティブ型電波センサー(SAR)搭載衛星を活用した流出油の検知(A-4) 

④アクティブ型電波センサー(SAR、電波高度計)を活用した船舶に対する航行安全の

ための海洋気象情報の提供(A-5) 

⑤パッシブ型センサー(マイクロ波放射計、光学センサー)を活用した水産海洋及び海

洋環境保全のための海洋情報の提供(B-1,B-2) 

 

以上の 5項目の有望分野について、それぞれの概念図を資料－4に添付する。詳細な説

明は全体版をご覧頂きたい。 
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5. まとめ 

 

5.1 今回の検討により分かった事項 

今回の調査を通じ、海事分野では通信や測位など、様々な形で宇宙利用が行われてい

ることが改めて確認された。ただし、衛星搭載のリモートセンシング技術は近年大きく

進歩してきているものの、海事分野では研究目的を除きリモートセンシング衛星の利用

が余り進んでいないこと、さらに我が国においては海事分野での利用に対する関心が極

めて低い状況にあることが分かった。 

一方で既に説明してきたとおり、海上における観測・監視の現状調査や衛星のリモー

トセンシング技術の動向調査を通じて、将来のリモートセンシング衛星の利用は海事分

野において潜在的なサービス提供能力を有していることが分かった。今回は専門家から

なる委員会において海事分野での利用可能性について検討し、将来の利用イメージや経

済性、効率性の向上など効果の定性的評価を行ったところ、大きな効果が期待できるこ

とが明らかとなった。 

いずれにしても、先進国であり海事立国である日本が、今後この新しい取り組みを推

進していくためには、国会、関係行政機関、海事関係者など幅広い方面に、国益として

の重要性や必要性を分かり易く説明してゆくことが必要不可欠である。そのためには、

具体的な事例を示し明快な効果を示して、インパクトのある説明を行うことが有効であ

ると考えられる。 

 

5.2 今後の課題 

① 有望活用事例についての効果、経済性評価の実施 

今後成果の見える化についての検討を行うことが必要不可欠である。例えば、経

費は低減できないが対処時間を半減できる、あるいは成果は同等だが経費を半減で

きるという具合に、効果を数値化する必要がある。また、過去に発生した海難事故

を取り上げ、実際にかかった経費・対処に要した時間について、次世代リモートセ

ンシング衛星を利用することによる改善効果を定量的に試算評価することも有効で

あろう。さらに、次世代リモートセンシング衛星が導入された暁には、どのように

監視能力がアップするかの理解を広く得るために、導入後の監視画像を疑似的に作

成し現状の画像と比較するなど、平易に理解できる工夫が必要である。 

特に今回 4.2.1で選定した 5事例のうち 3の事例は、アクティブ型電波センサー

（SAR）搭載衛星により対応可能なものであり、船舶、漂流物、流出油の検知の他

に、AIS情報と組み合わせることにより、海賊や不審船対策など広範な用途に効果

的に活用できる可能性を秘めている。そのため出来るだけ早く上述した成果の評価

を実施すべきと考えている。 
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これにより、次世代リモセンプロジェクトの必要性について説得力のある材料を

提供することが可能となる。 

 

② 産学官連携による、柔軟性のあるオープンな推進体制の構築 

本文中に記述したように、欧州の GMESは、研究開発と同時に大きな経済効果

を生み出すプログラムとして、また衛星を長期的に運用しながら新しい技術を計画

的に開発するメカニズムとして計画された。 

また、近年欧州では、衛星の開発はもとより、打上から運用までを民間企業に任

せるケースが増えている。政府の役割は世界に先駆けた長期戦略的な構想を作って

予算を確保し、長期にわたってアンカーテナンシーを保証するという形に移行しつ

つあり、それが宇宙利用市場の拡大と先端技術開発を促進してきており、宇宙利用

に関わる政府と企業間の新たな役割を構築してきたことの意義はとても大きい。 

さらに、衛星利用を研究機関にオープンにすることで研究機関が競うように新し

い技術開発を推進することができ、すなわちオープンな仕組みが研究機関に門戸を

開き、世界に先駆けた研究成果を生み出し、順次運用に供せられてきた。研究開発

成果は、SEASARワークショップなどの場で産学官の関係者が一堂に会して公開の

場で討議されている。この会議に参加することで関係者は応用分野毎の研究成果と

課題について情報を共有することができ、それを次の展開にフィードバックするこ

とができる。 

このように長期戦略に基づき、産学官が協調して推進する仕組みの構築が我が国

においても不可欠であり、欧米の成功モデルを良き手本とすべきである。 

③ 国際連携の枠組み作りへの貢献 

リモートセンシング衛星を航行する船舶の監視に利用するためには、最低でも 3

時間に 1度程度の頻度での監視が必要である。1カ国で高額な衛星を必要数打ち上

げて、それを運用する負担は非常に大きく現実的ではない。この課題を解決するた

めに、まずは各国内で、次に地域、最終的には国際的に連携又は共同で運用をする

ための制度作りを進めていく必要がある。特に国際連携を進展させるための新たな

国際的枠組みを構築することが必要不可欠であると考えられる。 

既述のとおり、現在北米と欧州が中心となり非軍事のリモートセンシング衛星の

相互利用について協議を重ねている代表的な取り組みが C-SIGMA である。今後

IMO における安全や環境基準の見直しとも大きな関わりを持つ可能性が高いと予

想されるため、我が国も政府関係機関から今まで以上に幅広く C-SIGMA に参加し

国際的な枠組み作りに主体的に関与することが重要である。 

また、C-SIGMAにおいて日本からも可能な発信を行うことがより効果的である。 
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 5－3

④ 国益保全、国際社会・市場における優位性追求のための戦略テーマであるとの認識

に立った我が国全体を俯瞰した政策立案 

現在、宇宙政策については内閣府宇宙戦略室が宇宙基本法に基づき宇宙基本計画

を策定し、また、海洋政策については内閣官房総合海洋政策本部が海洋基本法に基

づき海洋基本計画を策定し、それぞれ国家全般的かつ長期的視野に立ち戦略的に推

進することとされている。しかしながら、次世代リモートセンシング衛星を活用し

た海洋監視構想（以下：次世代リモセンプロジェクト）は、宇宙と海洋の双方に関

わるため両基本計画の中に中途半端な形で記載される可能性が高い。 

次世代リモセンプロジェクトの主目的は、船舶航行の安全性向上や海洋環境の保

全、さらには海洋における安全保障の確保であり、根本的に海事に係る事項である

ため海事関係者が中心となり、検討及び推進を図るべきものと考えられる。ただし、

海事関係者だけでは宇宙に関わる技術的側面や運用についての知見は必ずしも充分

とは考えられない。そのため、海事関係者が中心となり、宇宙関係者の協力を得て

推進する体制の構築が重要である。例えば、海洋に関わる政策全般を司る総合海洋政

策本部事務局において、海洋基本計画に基づき国の財政負担の軽減や新たな事業の創

出など、我が国全体を俯瞰し具体的な戦略及び推進方策を策定することが望まれる。 

実際に、欧州が本格的な運用を目指して推進してきた GMESでは、その基本戦

略の中に、単なる研究プログラムではなく、大きな経済効果を生み出すプログラム

であること、欧州における衛星情報の共有化を通じて、欧州全体の成長を刺激し促

進するプログラムであることが明記され効果を上げている。 
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資料-1 「海洋への衛星利用に関する調査研究」委員会 

委員リスト 

 

 

長 幸平 東海大学 情報工学部 学部長・教授 

齊藤 誠一 北海道大学 大学院水産科学研究院 教授 

若林 裕之 日本大学工学部 情報工学科 教授 

菊地 隆 海洋研究開発機構 北極海総合研究チーム ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ 
(日本北極海会議委員) 

志水 知也 日本海難防止協会 国際室長 

古澤 忠彦 ユーラシア 21研究所 客員研究員 

西城 仁 三光汽船(株) 海務部 海務課長 

山田 吉彦 海洋政策研究財団 研究員 
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資料－2  実施時期の詳細評価の基準 

 

(1) 技術的な実現可能性 

最初に対象空間(海上・海表面、海中、海底)と測定対象の特性の組み合わせで分類し、

リモートセンシング衛星からの計測の可否を評価した。その次に予測される要求性能に

対するリモートセンシング衛星性能の進歩を加味して表 1のように判定した。 

 

表 1 技術的実現性 

対象空間 対象の特性 伝達関数 衛星リモートセンシングの実現性 

海中・海表面 
物理的事象 

直接計測可 
可能(SAR主体) 

生物的活動 可能(光学主体) 

海中・海底 

物理的事象 
有 可能 

無 困難 

生物的活動 
有 可能 

無 困難 

〔注〕伝達関数有：海中・海底における振る舞いが海面における計測可能な物理量を変化させるメカニズムが存在し、

かつそれがモデル化されて予測可能であること。 

 

(2) 運用上の実現可能性 

以下の 3点を考慮した。 

a) リモートセンシング衛星の数の充実 

b) リモートセンシング衛星を共用する各国政府内での横断的な枠組みの構築 

c) リモートセンシング衛星の相互利用を促進する国際連携(C-SIGMAの実現等) 

 

(3) 総合評価 

現用のシステムをリモートセンシング衛星に置換または併用することによって得ら

れる期待効果については、能力が向上するまたは効率が改善するという「効能」と同時

に、対象とする市場規模を考慮する必要があるため、２ステップで評価を行った。はじ

めに効能については、以下の 2つの要素について評価した。 

a) 従来手段をリモートセンシング衛星に置換または衛星と併用することによっ

て、大幅な能力の向上が期待されること。 

b) 経費、時間、装備等、現在観測、監視を行っている機関が保有する各種インフ

ラの利用効率の大幅な向上が期待されること。 

能力向上と効率の向上は相互に独立した要素であり、相乗効果も期待されることから

2つを合わせた効能は、次のようにマトリクスとして評価した。 
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表 2 効能 

効率の向上

能力の向上 
大 中 小 

大 効能＝大 効能＝大 効能＝中 

中 効能＝大 効能＝中 効能＝小 

小 効能＝中 効能＝小 × 

 

また、効能と市場規模の関係も相互に独立した要素であり、最終的に総合的な効果は両

者の積として作用することから、これも次のようにマトリクスとして評価した。 

 

表 3 総合評価 

効能

市場 
大 中 小 

大(官需及び民需が期待) ◎ 〇 △ 

中(官需または民需が期待) 〇 △ × 

小(科学技術分野に限定) △ × × 

〔注〕◎：総合評価として効果大、○：中、△：小、×：極小 
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資料－3  選定された有望活用分野(表) 

 

リモートセンシング衛星による海洋観測、監視の用途は、リモートセンシング衛星が

提供する情報の特性によって大きく 2つの用途に大別される。 

第一の用途は 4.2.1 項で述べた目的1の Safety と Security に該当し、第二の用途は

Science に該当する。これらを評価指標(実現時期と効果)に基づいて絞り込み、最終的

には「何を、何のために、どうやって」観測/監視するのかとの観点から類似のものを

括った結果、以下の 7項目(A-1～A-5、B-1～B-2)に選定できた。この 7項目(A-1～A-5、

B-1～B-2)に対して、さらに以下の視点から吟味を加えて、同質なものの統合の上で、

より簡素化できないか検証を加えた。 

[第一]（A） 

航行の安全とセキュリティに関するもので、天候と昼夜に左右されずに監視ができる

SAR衛星と衛星 AISが主体となる。SAR衛星の空間分解能は監視の対象となる船舶の

物理的な大きさよりも小さくなければならない。観測頻度は次の観測までの間に船舶が

移動し見失うことがない範囲で高頻度でなければならない。具体的には、1mほどの空

間分解能と数時間に一回の観測頻度が理想的である。また、SAR衛星のスペクトルは L

帯、C帯、X帯が既に実用化されており、目的に応じて使い分けられている。 

 [第二]（B） 

サイエンスに関するもので、主に光学衛星やマイクロ波放射計によって海表面の諸特

性を観測することが主体となり、光学衛星の空間分解能は船舶監視ほどの高性能を必要

とせず、観測頻度も時間単位の頻度は必要ではない。一方、可視光及び赤外線のマルチ

スペクトルでの観測を必要とする。 

 

 

                                                 
1 大分類として、A安全、B安全保障、C運行管理、D環境保全、E気象、F海洋環境、G地球環境、H水産の八分野

に区分し、さらに、それぞれを中分類－ミッションにブレイクダウンした。 
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A. 高頻度観測を必要とする航行の安全及びセキュリティ用途 

A-1 船舶 

遭難船(捜索救難)、 

不審船(安全保障)、 

密漁船(水産資源) 

技術的には可能だが、観測頻度

の向上等運用上の対策が必要 

A-2 漂流物 

漂流物(丸太、コンテナ他)、

救命いかだ、 

遭難者等 

大半が水没して水面下にあるた

め、船舶よりも探知が困難 

A-3 船舶 
衛星 AISを利用した船舶

航行管理 

AIS受信機搭載の衛星が増加し

つつあり、技術的には既に可能 

A-4 
流出油(海洋

汚染対処) 
 

物理的形状を探知する船舶と異

なり、海面との反射特性の違い

を利用するもので SARによって

検出できることが実証済み 

A-5 

海洋気象情

報(運航用

途) 

航行支援、海洋情報サービ

ス 

海洋事象である波、潮流、海洋

風、海氷等を観測し船舶に提供 

B. 広域スペクトル観測を必要とするサイエンス用途 

B-1 バイオ情報 
海洋資源管理、 

漁業支援サービス 

クロロフィル濃度から植物性プ

ランクトンの存在を予測できる

ように、伝達関数が既知でモデ

ル化されることが要件 

B-2 

海洋気象情

報 (研究用

途) 

地球環境研究、海洋研究 

・海中の温度や塩分濃度、その

他特性等、ブイを散布して計

測しているが、それを衛星観

測に置換することの研究 

・海中、海底の生物的活動の振

る舞い等、海表面の測定可能

なパラメータとの伝達関数、

モデル化に関する研究 
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資料－4 

有望活用事例 イメージ図 

 

 

本年度の調査研究において、将来的に船舶の安全運航、海洋監視や海洋環境観測など

幅広い海上分野への利用可能であり、さらに経済性や効率性を大幅に向上させる革新的

なシステムとして、最終的に選定した以下の 5の事例について概念図を作成した。それ

ぞれの内容の詳細は全体版の第 4章をご覧頂きたい。 

 

 

① アクティブ型電波センサー（SAR）搭載衛星を活用した船

舶、漂流物等の検知 

② AIS搭載衛星を活用した船舶航行管理 

③ アクティブ型電波センサー（SAR）搭載衛星を活用した流

出油の検知 

④ アクティブ型電波センサー（SAR、電波高度計）を活用し

た船舶に対する航行安全のための海洋気象情報の提供 

⑤ パッシブ型センサー（マイクロ波放射計、光学センサー）

を活用した水産海洋及び海洋環境保全のための海洋情報

の提供 
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◆救命筏 

◆海賊船 

①アクティブ型電波センサー(SAR)搭載衛星を活用した船舶、漂流物等の検知 

リモセン
衛星#1

①海賊の定係港の常時監視

による出港の把握

リモセン衛星
#2～#n

②海賊船の追跡・監視

通信衛星

③海賊船の動静情

報を配信

④動静情報を基に

回避

次世代衛星活用現状
地上局

海賊の定係港

①多数の哨戒機が広域を飛

行し、警戒監視や情報収集
を実施

③哨戒ヘリで船団の周囲を監視し、

護衛艦で船団の前後を防護

地球の湾曲による

見通し限界がない

・ 事前回避できるため、
護衛が最小限に

・ 護送船団が不要に

ピンポイント

で掌握

②商船は待機し護送船団を形成

神出鬼没

リモセン
衛星#1

①海賊の定係港の常時監視

による出港の把握

リモセン衛星
#2～#n

②海賊船の追跡・監視

通信衛星

③海賊船の動静情

報を配信

④動静情報を基に

回避

次世代衛星活用現状
地上局

海賊の定係港

①多数の哨戒機が広域を飛

行し、警戒監視や情報収集
を実施

③哨戒ヘリで船団の周囲を監視し、

護衛艦で船団の前後を防護

地球の湾曲による

見通し限界がない

・ 事前回避できるため、
護衛が最小限に

・ 護送船団が不要に

ピンポイント

で掌握

②商船は待機し護送船団を形成

神出鬼没

転覆

現状

通信衛星

地上局

①救難信号発信

救命筏で脱出

遭難範囲
（数10km）

②救難信号受信

③遭難位置
通報

④ レーダや目

による捜索

次世代衛星活用

①船舶を常時監視し、遭難
事故発生時の位置をピン
ポイントで把握

リモセン
衛星#1

②遭難海域の海流の
動き等を計算し、
漂流位置を予測

⑤ピンポイント捜索により、
迅速に救助

転覆

④追跡情報等に基づく
正確な位置を通報

地上局リモセン衛星
#2～#n

③予測漂流位置付
近を撮影し、時々
刻々位置を追跡

遭難位置

漂流位置

現在位置 現在位置

海流により、救命筏が漂流

ピンポイント

ピンポイント

救命筏で脱出

ピンポイント

・ 早い救助で救命率向上

・ 捜索負担大幅軽減

現在位置が捜索範囲外
の場合、発見できない

漂流予測範囲
（数10km）

転覆

現状

通信衛星

地上局

①救難信号発信

救命筏で脱出

遭難範囲
（数10km）

②救難信号受信

③遭難位置
通報

④ レーダや目

による捜索

次世代衛星活用

①船舶を常時監視し、遭難
事故発生時の位置をピン
ポイントで把握

リモセン
衛星#1

②遭難海域の海流の
動き等を計算し、
漂流位置を予測

⑤ピンポイント捜索により、
迅速に救助

転覆

④追跡情報等に基づく
正確な位置を通報

地上局リモセン衛星
#2～#n

③予測漂流位置付
近を撮影し、時々
刻々位置を追跡

遭難位置

漂流位置

現在位置 現在位置

海流により、救命筏が漂流

ピンポイント

ピンポイント

救命筏で脱出

ピンポイント

・ 早い救助で救命率向上

・ 捜索負担大幅軽減

現在位置が捜索範囲外
の場合、発見できない

漂流予測範囲
（数10km）
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×

レーダの見通し限界やAISの受信限界のため、 

地上局からの監視だけでは十分対応できない。 

欧州及び北米 

AIS受信機 

搭載衛星 

不審船 

衛星搭載AIS受信機を活用し、

巡視船や航空機での監視を支援 

海上保安庁 

グローバルセンター（仮称） 

リモセン衛星（A国） 
AIS受信機
搭載衛星（B国）

情報を集約

 

不審船情報を通報

不審船 

AIS受信機 

搭載衛星（C国） 

国際連携 

・リモセン衛星データの活用により、容易に不審船や海賊船の判別、抽出が可能 

・海上保安庁の負担が大幅に軽減 

各国のAIS搭載衛星やリモートセンシング衛星と相互利用する仕組みを構築し、AISを搭

載する船舶のグローバルな観測及びリモセン衛星との連携を実現する。 

受信局 

受信局

海上保安庁

UAV 

◆現状 

◆次世代衛星活用 

 

②AIS 搭載衛星を活用した船舶航行管理 

受信局

沿岸警備隊
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航空機、船舶などの情報をもとに、事故による油の流出や違法な排出を監視し、流出

油の防除や航行記録、油の分析などにより流出船舶の特定に努める。 

排出船舶が現場海域を離脱した後の場合、船舶や航空機
が現地に赴いても、簡単に当該船舶を特定できない。

流出油、浮遊油 

排出船舶 

海上保安庁 

 

・流出油や浮遊油を発生後迅速に発見可能に
・海上保安庁の監視の軽減 

・流出事故後の防除の迅速化及び効率化 

・違反船舶の迅速かつ確実な摘発

流出油、浮遊油

排出船舶 

SAR衛星#2 

SAR衛星#3 

ウエーキの検出からも、流出船舶の特定が可能 

SAR衛星#1 

流出油及び拡散状況の正確な把握が可能 

海上保安庁 

受信局 

時間をさかのぼり航行船舶を特定 

 

◆現状 

◆次世代衛星活用 

③アクティブ型電波センサー(SAR)搭載衛星を活用した流出油の検知 
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次世代衛星活用現状

沿岸到達の最大15分

前に津波を補足可能

目 視
（レーダー）

リモセン衛星#1

リモセン衛星# 2

見通し以遠の

観測ができない

津波観測ブイ

（僅か3箇所）

従来観測網より約20分早く津波を補足可能
・広域にわたりかつ連続的に監視可能

・地上監視地点数の大幅減少に寄与

・早い段階での把握と波高の予測が可能

受信局

 

 

 

次世代衛星活用現状

グローバルアイスセンター

リモセン衛星

全世界の海氷を常時観測

海氷の密度、厚さ、動きについて最大2 週間先まで予測

を行い氷海の航行を支援

リモセン衛星#1

リモセン衛星# 2

・広域にわたりかつ連続的に監視可能

・予測精度の向上

?

確認できない

受信局

グローバルアイスセンター

受信局

 

 

◆海氷 

◆津波、波浪 

④アクティブ型電波センサー(SAR、電波高度計)を活用した船舶に対する 

航行安全のための海洋気象情報の提供 

資10



 

 

 

 

 

・光学衛星(赤外)のデータから海水温を推定 

・ 光学衛星(可視光)から得たスペクトル情報から 

クロロフィル濃度を推定 

光学衛星 

漁船 

漁船に対して有望な漁場の情報を提供 

利用2 

・光学衛星(可視光)から得たスペクトル情報から 

クロロフィル濃度を推定し、赤潮の発生を監視 

利用1 

 

光学衛星 

赤潮 

 

養殖場・筏 

受信局 受信局 

• 漁獲量を増大 

• 長期戦略的で効果的な漁業を推進 

 

 

漁船 

・漁業政策に資する監視体制とサービスを構築 

・光学衛星を利用する海洋監視体制を構築 

・政府横断的な利用の推進 

光学衛星#2 

光学衛星#1 

複数の組織で取得情報を共有し、漁船へ配信 

養殖漁業の被害を最小限に食い止める 

・ 衛星を利用して海水面温度、塩分濃度、海流、 

クロロフィル濃度の分布と変化を定常的に観測 

・赤潮発生予測を、よりリアルタイムで的確に行う 

 

赤潮 養殖場・筏 

光学衛星 

赤潮の発生を予測し、養殖施設を事前に移動 

赤潮 

利用1 利用2 

受信局 

受信局 

◆次世代衛星活用 

◆現状 

⑤パッシブ型センサー(マイクロ波放射計、光学センサー)を活用した水産海洋及び 

海洋環境保全のための海洋情報の提供 
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